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別紙１ 

審査結果（特措法関係以外） 
お年玉法の規定に適合したものと認められることから、これを認可すること

が適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金の額から控

除される次の費用の額が妥当であ

ること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに寄附金のとりまと

めのため日本郵便株式会社（以下

「会社」という。）において特に

要した費用

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の 100 分の 1.5 に

相当する額を限度）

（お年玉法第７条第２項関係） 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用のうち、左記アの費用として、

周知費用（リーフレット作成費等）

等を計上しているところ、会社から

認可申請に際して提出された参考資

料において、当該費用の額は適切に

積算されており、妥当なものと認め

られる。 

また、会社は、左記イの費用とし

て、寄附金の管理等に要する人件費

等を計上しているところ、同様に、当

該費用の額は適切に積算されており、

かつ、お年玉法第７条第２項に定める

限度額を超える部分は会社が負担す

ることとしていることから、妥当なも

のと認められる。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及び販売

並びに寄附金の取りまとめのため特に

要した費用

（ア）使途

周知費用（リーフレット作成費等）、

業務委託費等 

（イ）金額

13,003,799 円

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用

（ア）使途

寄附金の管理等に要する人件費、業

務委託費等 

（イ）金額

4,309,262 円

※お年玉法第７条第２項で定める

上限（寄附金額 287,284,196 円の

100 分の 1.5 に相当する額：

4,309,262 円）を超えていない。

寄附金の配分団体及び配分団体 

ごとの配分金額が適正に定められ

ていること。 

適 配分団体の選定については、 

・お年玉法第５条第２項各号のいず

れかの事業を行う団体を対象とし
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審査基準 
審査

結果 
理由 

（お年玉法第７条第３項関係） ていること。また、団体の適格性に

係る審査項目に不当なものは認め

られないこと 

・評価については、事業の先駆性、

社会性、実現性及び緊急性を評価項

目とし、寄附金申請額、自己負担割

合、団体の財政状況を加味すること

としており、不当な項目は認められ

ないこと 

・社外有識者による審査委員会にお

いて、複数の委員による事前の評価

結果を基に審査を行っており、審査

手続は適正であると言えること 

から、妥当であると認められる。 

 また、配分金額の決定については、 

・申請団体から、申請に係る事業の

費用内訳、当該団体の財務状況等に

関する資料の提出を受け、費用の必

要性、団体の自己負担能力等を踏ま

えて配分金額を決定することとし

ていること 

・社外有識者による審査委員会にお

いて、複数の委員による事前の査定

結果を基に審査を行っており、審査

手続きは適正であると言えること 

から、妥当であると認められる。  

配分金の使途の適正を確保する 

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

 

適 配分団体が守らなければならな

い事項として、 

・配分金は、会社が当該配分金を

配分する旨を決定した事業の実

施計画以外の使途に使用しては

ならないこと 

・実施計画を変更しなければなら

ないときはあらかじめ会社の承

認を受けなければならないこと 

・配分金と他の資金を区別して経

理すること 

等、配分金の使途の適正を確保する

ために必要な事項が定められてい

ると認められる。 
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審査基準 
審査

結果 
理由 

配分金の使途についての監査に 

関し必要な事項が定められている

こと。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分金の使途についての監査に

関する事項として、配分団体が監査

に応じる義務、監査の実施時期及び

監査の実施方法が定められており、

監査に必要な事項が定められてい

ると認められる。 
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別紙２ 

審査結果（特措法関係） 
特措法第 15 条及び同条の規定に基づき適用することとされたお年玉法の規

定に適合したものと認められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金の額から控除

される次の費用の額が妥当である

こと。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに寄附金のとりまとめ

のため日本郵便株式会社（以下「会

社」という。）において特に要した

費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査のた

め、会社において特に要する費用

（寄附金の額の100分の1.5に相当

する額を限度） 

（お年玉法第７条第２項関係） 

適 会社は寄附金の額から控除する

費用のうち、左記アの費用として、

寄附金の取りまとめに要する人件

費を計上しているところ、会社から

認可申請に際して提出された参考

資料において、当該費用の額は適切

に積算されており、妥当なものと認

められる。 

また、会社は、左記イの費用とし

て、寄附金の管理等に要する人件費

等を計上しているところ、同様に、

当該費用の額は適切に積算されて

おり、かつ、お年玉法第７条第２項

に定める限度額を超えないことか

ら、妥当なものと認められる。 

 
ア 「東京2020 大会［寄附金付］年賀はが

き」の発行及び販売並びに寄附金の取り

まとめのため特に要した費用 

（ア）使途 

寄附金の取りまとめに要した人件費 

（イ）金額 

2,455円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及び

配分金の使途の監査のため特に要する費

用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費等 

（イ）金額 

33,837円 

※お年玉法第７条第２項で定める

上限（寄附金額 34,220,940 円の

100 分の 1.5 に相当する額：

513,314円）を超えていない。 

寄附金の配分団体及び配分団体

ごとの配分金額が適正に定められ

ていること。 

（特措法第 15 条、お年玉法第７条

第３項関係） 

適 配分団体の選定については、「東

京2020大会［寄附金付］年賀はが

き」は、公益財団法人東京オリン

ピック・パラリンピック競技大会

組織委員会（以下「組織委員会」
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審査基準 
審査

結果 
理由 

という。）が調達する大会の運営

に必要な資金に充てることを寄附

目的として発行されたものであ

り、この場合、組織委員会は、お

年玉法第５条第２項各号の団体と

みなされることが特措法によって

定められていることから、妥当で

あると認められる。 

 また、配分金額の決定について

は、組織委員会から事業費の内訳

等の提出を受け、その一部に充て

るものとして、社外有識者による

審査委員会において認められたも

のであることから、妥当であると

認められる。 

配分金の使途の適正を確保する 

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分団体が守らなければならな

い事項として、 

・配分金は、会社が当該配分金 

を配分する旨を決定した事業の 

実施計画以外の使途に使用して 

はならないこと 

・実施計画を変更しなければな 

らないときはあらかじめ会社の 

承認を受けなければならないこ 

と 

・配分金と他の資金を区別して 

経理すること 

等、配分金の使途の適正を確保す

るために必要な事項が定められて

いると認められる。 

 配分金の使途についての監査に 

関し必要な事項が定められている

こと。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分金の使途についての監査に

関する事項として、配分団体が監

査に応じる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法が定められて

おり、監査に必要な事項が定めら

れていると認められる。 
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○ 寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金の配分について 
＊「東京 2020 大会［寄附金付］年賀はがき」についてはＰ8で後述 

  

第１ 制度概要 

１ 日本郵便株式会社による寄附金付郵便葉書等の発行等 

     日本郵便株式会社は、お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭

和２４年法律第２２４号。以下「お年玉法」という。）第５条第

１項及び第２項に基づき、以下の①～⑩の事業を行う団体の当

該事業の実施に必要な費用に充てることを目的として寄附金付

郵便葉書等を発行することができるとされている。 
①社会福祉の増進 

②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防 

③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防 

④原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助 

⑤交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通

事故の発生若しくは水難の防止 

⑥文化財の保護 

⑦青少年の健全な育成のための社会教育 

⑧健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興 

⑨開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護 

⑩地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模

に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。） 

  同社は、同法第７条第１項、第３項及び第４項に基づき、寄

附金をとりまとめた上で、配分団体及び配分金の額を決定する

とともに、以下の事項を定めることとされている。 
・配分金の使途の適正を確保するために配分団体が守らなければ

ならない事項 
・配分金の交付、配分金の使途についての監査及び当該監査の結

果に基づく配分金の返還に関し必要な事項 
 
２ 総務大臣の認可 

   日本郵便株式会社は、お年玉法第７条第５項に基づき、配分

団体及び配分金を決定し、又は配分団体が守らなければならな

い事項や配分金の使途についての監査に関する事項を定めるに

は、総務大臣の認可を受けることとされている。 
 
３ 審議会への諮問等 

お年玉法第１１条に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、情報通信行政・

郵政行政審議会に諮問することとされている。 
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【参考】寄附金配分までの流れ 

  

 

第２ 日本郵便株式会社における寄附金配分の審査について 

１ 配分申請に係る要件等 

(1) 配分団体の要件 

     以下のアに該当する法人であって、イの事業を行う団体であ

ること。なお、２年連続しての配分は原則不可。 
 
     ア 社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団

法人、公益社団法人、公益財団法人、特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人） 
      ※東日本大震災及び平成２８年熊本地震の被災者救助・予防（復興）を目

的とする事業を行う場合にあっては非営利法人 
 
   イ お年玉法第５条第２項各号の事業 
 

(2) 申請金額（上限） 

      １件５００万円（新規事業の企画・調査・試行段階を支援す 
る「チャレンジプログラム」にあっては５０万円）。 

なお、申請は１団体１件のみ。 
 

日本郵便（株）において寄附金配分団体の公募発表(29.8.31) 

団体からの申請書受付(29.9.11～11.10) 

日本郵便(株)から配分団体に配分額等を通知 

日本郵便（株）から認可申請書提出(30.2.26) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(30.3.29) 

総務大臣認可 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

関係府省への協議 

日本郵便(株)における審査 
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２ 審査方法 

(1) 形式審査（事務局） 

    申請団体が団体要件を満たしていること等、形式的な要件

を満たしているかを審査。 

 

(2) 配分審査（有識者からなる審査委員会） 

    原則として、以下の方法により審査 

   ア 審査項目 

       【申請事業に期待する項目】 

         ･先駆性（先駆性が高く発展性のある事業） 

・社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事 

業） 

・実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・

発展が見込める事業） 

・緊急性（緊急性の高い事業） 

 

【定量的条件の配慮】 

・年賀寄附金申請額がより小さい方を優先 

・申請事業の事業総額に占める自己負担金の割合が高い 

方を優先 

     ・団体の前年度決算における繰越剰余金額がより小さい 

方を優先 

 

   イ 審査手順 

      申請１件当たり２名の審査委員が、上記アの「申請事業

に期待する４項目」を評価し、得点を算出。同点数の案件

があった場合は、事務局が上記アの「定量的条件の配慮」

を加味して優先順位付け。 

        また、２名の審査委員は、費用の必要性、団体の自己負

担能力等を踏まえて配分金額を査定。 

その結果を審査委員会において審議。 
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第３ 日本郵便株式会社からの申請内容 

１ 配分団体・配分金 

   １７５団体、総額３億７０万円 

   個々の配分団体・配分金の金額は参考資料 P5～のとおり。 

 

【参考１】平成３０年の寄附金額 
 販売枚数 寄附金額 

寄附金付年賀葉書 

(５２円＋寄附金５円) 
５，１４８万枚 ２億５，７４１万円 

寄附金付年賀切手 

(５２円＋寄附金３円) 
９１７万枚 ２，７５２万円 

寄附金付年賀切手 

(８２円＋寄附金３円) 
７９万枚 ２３６万円 

合計 ６，１４４万枚 ２億８，７２８万円 

   

【参考２】配分原資と配分金 
寄附金額① ２億８，７２８万円 

前年からの繰越金② ３，８１１万円 

配分費用③ １，７３１万円 

配分原資④（①＋②－③） ３億８０８万円 

配分金⑤ ３億７０万円 

繰越金（④－⑤） ７３８万円 

 

【参考３】事業別配分状況 

 （万円未満は四捨五入のため、計と一致しない） 

 

 

事業＼項目 
平成２９年用 平成３０年用（案） 

件数 金額（万円） 件数 金額（万円） 

１号事業（社会福祉増進） 150 24,869 112 17,618 

２号事業（非常災害救助・予防） 38 11,095 25 6,636 

（再掲）東日本大震災及び平成 28 年熊本地震 33 10,248 21 5,763 

３号事業（特殊疾病治療・予防） 2 655 2 750 

４号事業（原爆治療・援助） 0 0 0 0 

５号事業（交通事故・水難） 2 68 2 336 

６号事業（文化財保護） 0 0 1 45 

７号事業（青少年健全育成） 29 4,553 28 3,521 

８号事業（健康保持増進） 1 50 1 36 

９号事業（海外留学生援護） 0 0 1 336 

10 号事業（地球環境保全） 10 2,133 3 791 

計 232 43,421 175 30,070 
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【参考４】団体からの申請と採択状況 

団体からの申請 
日本郵便の配分

(案) 
採択率 

件数 金額(万円) 件数 金額(万円) 件数 金額 

846 222,541 175 30,070 20.7％ 13.5％ 

(820) (215,660) (232) (43,421) (28.3％) (20.1％) 

（括弧内は前年） 

 

２ 配分団体が守らなければならない事項 

   配分団体が守らなければならない事項として 

・配分金は、会社が当該配分金を配分する旨を決定した事業

の実施計画以外の使途に使用してはならないこと。 

・実施計画を変更しなければならないときはあらかじめ会社 

の承認を受けなければならないこと 

・配分金と他の資金を区別して経理すること 

  等が定められている。 

 

３ 配分金の使途についての監査に関する事項 

配分金の使途についての監査に関する事項として、配分団体

が監査に応じる義務、監査の実施時期及び監査の実施方法が定

められている。 
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第４ 審査結果 

お年玉法の規定に適合したものと認められることから、これ

を認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金の額から控

除される次の費用の額が妥当であ

ること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに寄附金のとりまと

めのため日本郵便株式会社（以下

「会社」という。）において特に

要した費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の 100 分の 1.5 に

相当する額を限度） 

（お年玉法第７条第２項関係） 

 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用のうち、左記アの費用として、

周知費用（リーフレット作成費等）

等を計上しているところ、会社から

認可申請に際して提出された参考資

料において、当該費用の額は適切に

積算されており、妥当なものと認め

られる。 

また、会社は、左記イの費用とし

て、寄附金の管理等に要する人件費

等を計上しているところ、同様に、当

該費用の額は適切に積算されており、

かつ、お年玉法第７条第２項に定める

限度額を超える部分は会社が負担す

ることとしていることから、妥当なも

のと認められる。 
ア 寄附金付郵便葉書等の発行及び販売

並びに寄附金の取りまとめのため特に

要した費用 

（ア）使途 

周知費用（リーフレット作成費等）、

業務委託費等 

（イ）金額 

13,003,799 円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費、業

務委託費等 

（イ）金額 

4,309,262 円 

※お年玉法第７条第２項で定める

上限（寄附金額 287,284,196 円の

100 分の 1.5 に相当する額：

4,309,262 円）を超えていない。 

寄附金の配分団体及び配分団体 

ごとの配分金額が適正に定められ

ていること。 

（お年玉法第７条第３項関係） 

適 配分団体の選定については、 

・お年玉法第５条第２項各号のいず

れかの事業を行う団体を対象とし

ていること。また、団体の適格性に

係る審査項目に不当なものは認め

られないこと 

・評価については、事業の先駆性、
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審査基準 
審査

結果 
理由 

社会性、実現性及び緊急性を評価項

目とし、寄附金申請額、自己負担割

合、団体の財政状況を加味すること

としており、不当な項目は認められ

ないこと 

・社外有識者による審査委員会にお

いて、複数の委員による事前の評価

結果を基に審査を行っており、審査

手続は適正であると言えること 

から、妥当であると認められる。 

 また、配分金額の決定については、 

・申請団体から、申請に係る事業の

費用内訳、当該団体の財務状況等に

関する資料の提出を受け、費用の必

要性、団体の自己負担能力等を踏ま

えて配分金額を決定することとし

ていること 

・社外有識者による審査委員会にお

いて、複数の委員による事前の査定

結果を基に審査を行っており、審査

手続きは適正であると言えること 

から、妥当であると認められる。  

配分金の使途の適正を確保する 

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

 

適 配分団体が守らなければならな

い事項として、 

・配分金は、会社が当該配分金を

配分する旨を決定した事業の実

施計画以外の使途に使用しては

ならないこと 

・実施計画を変更しなければなら

ないときはあらかじめ会社の承

認を受けなければならないこと 

・配分金と他の資金を区別して経

理すること 

等、配分金の使途の適正を確保する

ために必要な事項が定められてい

ると認められる。 

配分金の使途についての監査に 

関し必要な事項が定められている

こと。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分金の使途についての監査に

関する事項として、配分団体が監査

に応じる義務、監査の実施時期及び

監査の実施方法が定められており、

監査に必要な事項が定められてい

ると認められる。 
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○ 「東京 2020 大会［寄附金付］年賀はがき」に付加された

寄附金の配分について 
 

第１ 制度概要 

   「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ

ック競技大会特別措置法」（平成２７年法律第３３号。以下「特

措法」という。）第１５条に基づき、日本郵便株式会社は、公益

財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員

会（以下、「組織委員会」という。）が調達する大会の準備及び

運営に必要な資金に充てることを寄附目的として寄附金付郵便

葉書等を発行することが可能とされている。 

   この場合、組織委員会をお年玉法の配分対象団体とみなして、

お年玉法を適用することとされている。このため、寄附金の配

分については、通常の寄附金付郵便葉書等と同様の手続きをと

ることとなる。 

 

第２ 寄附金配分の審査について 

 １ 配分申請に係る要件等 

 （1）配分団体の要件 

    配分団体は組織委員会のみ（大会の準備及び運営の事業） 

 

(2) 申請金額（上限） 

      上限額なし。 

      なお、申請は１件のみ。 

 

  ２ 審査方法 

  (1) 形式審査（事務局） 

    必要書類が提出されていること等、形式的な要件を満たして 

いるかを審査。 

 

  (2) 配分審査（有識者からなる審査委員会） 

    申請事業が大会の準備及び運営に係るものであること、費用 

の必要性等を審査。 
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第３ 日本郵便株式会社からの申請内容 

 １ 配分団体・配分金 

   配分団体：組織委員会 

配分金：３４，１８４,６４８円 

  

【参考１】平成３０年の寄附金額 

 販売枚数 寄附金額 

寄附金付年賀葉書 

(５２円＋寄附金５円) 
６８４万枚 ３，４２２万円 

合計 ６８４万枚 ３，４２２万円 

 

【参考２】配分原資と配分金 
寄附金額① ３，４２２万円 

配分費用② ４万円 

配分金（①－②） ３，４１８万円 

 

【参考３】事業内容 

     東京 2020 大会のマスコット発表イベント 

 

 ２ 配分団体が守らなければならない事項 

   配分団体が守らなければならない事項として 

・配分金は、会社が当該配分金を配分する旨を決定した事業

の実施計画以外の使途に使用してはならないこと。 

・実施計画を変更しなければならないときはあらかじめ会社

の承認を受けなければならないこと 

・配分金と他の資金を区別して経理すること 

  等が定められている。 

 

３ 配分金の使途についての監査に関する事項 

配分金の使途についての監査に関する事項として、配分団体 

が監査に応じる義務、監査の実施時期及び監査の実施方法が定め

られている。 
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第４ 審査結果 

  特措法第 15 条及び同条の規定に基づき適用することとされ 

たお年玉法の規定に適合したものと認められることから、これ 

を認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金の額から控除

される次の費用の額が妥当である

こと。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに寄附金のとりまとめ

のため日本郵便株式会社（以下「会

社」という。）において特に要した

費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査のた

め、会社において特に要する費用

（寄附金の額の100分の1.5に相当

する額を限度） 

（お年玉法第７条第２項関係） 

適 会社は寄附金の額から控除する

費用のうち、左記アの費用として、

寄附金の取りまとめに要する人件

費を計上しているところ、会社から

認可申請に際して提出された参考

資料において、当該費用の額は適切

に積算されており、妥当なものと認

められる。 

また、会社は、左記イの費用とし

て、寄附金の管理等に要する人件費

等を計上しているところ、同様に、

当該費用の額は適切に積算されて

おり、かつ、お年玉法第７条第２項

に定める限度額を超えないことか

ら、妥当なものと認められる。 
ア 「東京2020 大会［寄附金付］年賀はが

き」の発行及び販売並びに寄附金の取り

まとめのため特に要した費用 

（ア）使途 

寄附金の取りまとめに要した人件費 

（イ）金額 

2,455円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及び

配分金の使途の監査のため特に要する費

用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費等 

（イ）金額 

33,837円 

※お年玉法第７条第２項で定める

上限（寄附金額 34,220,940 円の

100 分の 1.5 に相当する額：

513,314円）を超えていない。 

寄附金の配分団体及び配分団体

ごとの配分金額が適正に定められ

ていること。 

（特措法第 15 条、お年玉法第７条

第３項関係） 

適 配分団体の選定については、「東

京2020大会［寄附金付］年賀はが

き」は、公益財団法人東京オリン

ピック・パラリンピック競技大会

組織委員会（以下「組織委員会」

という。）が調達する大会の運営

に必要な資金に充てることを寄附

目的として発行されたものであ

り、この場合、組織委員会は、お
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審査基準 
審査

結果 
理由 

年玉法第５条第２項各号の団体と

みなされることが特措法によって

定められていることから、妥当で

あると認められる。 

 また、配分金額の決定について

は、組織委員会から事業費の内訳

等の提出を受け、その一部に充て

るものとして、社外有識者による

審査委員会において認められたも

のであることから、妥当であると

認められる。 

配分金の使途の適正を確保する 

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分団体が守らなければならな

い事項として、 

・配分金は、会社が当該配分金 

を配分する旨を決定した事業の 

実施計画以外の使途に使用して 

はならないこと 

・実施計画を変更しなければな 

らないときはあらかじめ会社の 

承認を受けなければならないこ 

と 

・配分金と他の資金を区別して 

経理すること 

等、配分金の使途の適正を確保す

るために必要な事項が定められて

いると認められる。 

 配分金の使途についての監査に 

関し必要な事項が定められている

こと。 

（お年玉法第７条第５項関係） 

適 配分金の使途についての監査に

関する事項として、配分団体が監

査に応じる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法が定められて

おり、監査に必要な事項が定めら

れていると認められる。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 
 
 







２ 日本郵便株式会社の年賀寄附金審査委員（平成３０年１月現在） 

 氏 名 主要現職等 

委員長 石崎
いしざき

 登
のぼる

 元財団法人三菱財団 常務理事 

委 員 金田
か ね だ

 晃一
こういち

 
全日本空輸株式会社 コーポレートブランド・CSR 推進部 

グローバル CSR ヘッド 

 岸本
きしもと

 幸子
さ ち こ

 
公益財団法人パブリックリソース財団 専務理事・事務局

長 

 國
くに

松
まつ

 秀樹
ひ で き

 元財団法人キリン福祉財団 常務理事 

 小西
こ に し

 敦
あつし

 京都大学 公共政策大学院 特別教授 

 髙
たか

橋
はし

 陽子
よ う こ

 公益社団法人日本フィランソロピー協会 理事長 

 髙宮
たかみや

 洋一
よういち

 城西国際大学 経営情報学部総合経営学科 教授 

 成田
な り た

 裕資
ひ ろ し

 日本赤十字社総務局 総務企画部長 

 原田
は ら だ

 正樹
ま さ き

 日本福祉大学 学長補佐 

 星野
ほ し の

 智子
と も こ

 一般社団法人環境パートナーシップ会議 副代表理事 

 目加田
め か た

 説子
も と こ

 中央大学 総合政策学部 教授 

 山内
やまうち

 直人
な お と

 大阪大学大学院国際公共政策研究科 教授 

 

３ 





配分団体総数 176団体 配分額総額 334,885,648円

(1) 一般助成（154団体 243,073,000円）

①社会福祉の増進を目的とする事業（112団体 176,183,000円）

名称

社会福祉法人 あけぼの福祉会
045-
0024

北海道岩内郡岩内町字野束210番
地

障がい者支援施設岩内あけぼの学園利用者の通
院・外出・送迎用車両の更新事業

1,747,000

一般社団法人 北海道視覚障害者
福祉連合会

060-
0002

北海道札幌市中央区北2条西7丁目
1 かでる2．7 4階

視覚障害者への情報保障のための点字情報提供事
業

1,218,000

社会福祉法人 北海道いのちの電
話

060-
0031

北海道札幌市中央区北1条東1丁目
3番地

視覚障がい者のための電話相談員養成研修増備事
業

101,000

公益社団法人 札幌聴覚障害者協
会

060-
0042

北海道札幌市中央区大通西19丁目
1-358 札幌市視聴覚障がい者情
報センター内

聴覚障害者の知る権利を保障するためのプロジェ
クターの増備事業

357,000

特定非営利活動法人 ボラナビ
060-
0061

北海道札幌市中央区南1条西7丁目
12番地5大通パークサイドビル3階

一人暮らしの方の孤独死を防ぐための孤独死防止
サービス事業

500,000

特定非営利活動法人 北海道ＮＰ
Ｏファンド

064-
0808

北海道札幌市中央区南8条西2丁目
5-74 市民活動プラザ星園201号
室

非営利公益活動の集合的成果を拡大するための社
会的インパクト評価促進事業

500,000

社会福祉法人 栗沢福祉会
068-
0115

北海道岩見沢市栗沢町最上222-6
特別養護老人ホームいちい荘・新いちい荘入居者
の通院・外出・短期入所者等の送迎用車両の更改
事業

2,000,000

社会福祉法人 雨竜園
078-
2600

北海道雨竜郡雨竜町字尾白利加94
番地の193

障がい者の作業充実と工賃向上の為のアイスク
リーム製造機器の充実事業

900,000

社会福祉法人 赤平友愛会
079-
1102

北海道赤平市幌岡町47番地
特別養護老人ホームの通院・外出・短期入所送迎
等の車両の増車事業

2,000,000

特定非営利活動法人 きらりスマ
イル音更の会

080-
0318

北海道河東郡音更町緑陽台南区24
番地8

きらりスマイル音更の会 送迎用車両の増備事業 1,200,000

特定非営利活動法人 陽向ぼっこ
088-
0301

北海道白糠郡白糠町東1条南1丁目
2番地36

認知症予防訓練治療教室の外壁及び水漏れ修理工
事

2,120,000

社会福祉法人 かたばみ会
998-
0015

山形県酒田市北千日堂前字松境18
番1

「多機能施設利用者の為の訪問、通いサービス等
の送迎用車両の増備事業」

1,000,000

特定非営利活動法人 World Open
Heart

980-
0811

宮城県仙台市青葉区1番町1丁目6-
22 シャンボール一番町704

犯罪加害者家族の現状と支援を考えるシンポジウ
ムと相談会の開催

2,100,000

特定非営利活動法人 みやぎ発達
障害サポートネット

980-
0904

宮城県仙台市青葉区旭ヶ丘3丁目
20-16

発達障害のある子どもたち一人一人が輝く発達支
援事業 ～成人期を見据えた活動と自立を支える場
所づくりのモデル事業～

1,680,000

社会福祉法人 わたげ福祉会
984-
0823

宮城県仙台市若林区遠見塚1-18-
48

就労継続支援B型事業所「わたげの樹」の施設外作
業で使用する車両の更改事業

1,300,000

一般社団法人 シャローム福祉会
960-
1241

福島県福島市松川町東原17-3
障害者就労支援施設ベーシック憩の照明設備の利
便性向上のための改修事業

1,208,000

特定非営利活動法人 ふくしま成
年後見センター

960-
8111

福島県福島市五老内町6-4 フジ
コーポラス101

判断能力が不十分な者、一人暮らし高齢者等を支
援するための成年後見・たすけあい事業

500,000

特定非営利活動法人 みんなの広
場

303-
0031

茨城県常総市水海道山田町1089-6
地域に根付いたコミュニティカフェの立ち上げ事
業

2,784,000

特定非営利活動法人 宇都宮子ど
も劇場

321-
0165

栃木県宇都宮市緑2丁目33-10
「ちいさげきじょう～０歳～３歳児親子が今を楽
しみ育ち合うための観賞・体験事業～」

500,000

社会福祉法人 津田福祉会
322-
0011

栃木県鹿沼市白桑田254-5
特別養護老人ホームさつき荘等の通院・外出・送
迎用車両の増備事業

1,500,000

住所

4 2018年用として発行した寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金の配分団体及び配分額
について

配分団体
使途内容

配分額
（円）

５



名称

特定非営利活動法人 CCV
322-
0026

栃木県鹿沼市茂呂1977-2
就労継続Ｂ型事業の工賃向上のために新規開店す
るデリカ＆カフェの厨房設備設置事業

1,600,000

社会福祉法人 圓会
373-
0024

群馬県太田市上小林町1465-1
特別養護老人ホーム にらがわの里 利用者の通
院・外出・送迎用車両の増備事業

630,000

社会福祉法人 梅田福祉会
376-
0601

群馬県桐生市梅田町4丁目1774-4
特別養護老人ホームきざきの郷の通院・外出・送
迎及び公益事業の実施の為の車両の増備

1,610,000

特定非営利活動法人 夢舞台
350-
1205

埼玉県日高市原宿89-10
自立援助ホームの移転に伴う生活家電・家具の新
規配備・更改事業

1,528,000

特定非営利活動法人 つくしんぼ
会

362-
0803

埼玉県北足立郡伊奈町大針619番
地4

つくしんぼ保育園の園外保育のための園バス車輌
の新規配備事業

1,500,000

社会福祉法人 千葉いのちの電話
260-
0012

千葉県千葉市中央区本町3-1-16
CIDビル

電話相談員の相談対応香ブラッシュアップ研修及
び研修ボランティア養成事業 （第二次）

500,000

社会福祉法人 いちいの会
270-
0222

千葉県野田市木間ヶ瀬3121
知的障害者支援施設に入所をする利用者の通院・
外出・送迎用車両の更改事業

1,240,000

特定非営利活動法人 スマイルク
ラブ

277-
0858

千葉県柏市豊上町23-29
障がい者スポーツの一般普及に視点をおいた日本
の障がい者スポーツ情報設備事業

4,000,000

社会福祉法人 琢心会
290-
0178

千葉県市原市神崎263-1
ケアハウス辰巳彩風苑の外出・送迎用車両の更改
事業

1,000,000

更生保護法人 川崎自立会
210-
0847

神奈川県川崎市川崎区浅田1丁目4
番2号

更生保護法人在所者の出迎え及び通院用車両の購
入事業

997,000

一般社団法人 聖羅会
224-
0023

神奈川県横浜市都筑区東山田町
1261-1

障がい者の誤嚥性肺炎予防システム構築のための
嚥下内視鏡による嚥下評価機器の新規設置事業

2,916,000

特定非営利活動法人 夢の交差点
245-
0003

神奈川県横浜市泉区岡津町2147-4
障がい者作業所型施設の増設に伴う、厨房設備
（オーブン用架台と調理台）を購入する事業

151,000

一般社団法人 かまくら認知症
ネットワーク

247-
0053

神奈川県鎌倉市今泉台4-11-2 若年性認知症生活サポート事業 500,000

特定非営利活動法人 てくてく
252-
0185

神奈川県相模原市緑区日蓮618-3
障害者の新たな仕事提供および工賃の向上をめざ
し、地域住民との繋がりをより深くするための食
品乾燥機の新規設置事業

569,000

特定非営利活動法人 NPOかむ
252-
0226

神奈川県相模原市中央区陽光台二
丁目2番8号 ＥＭビル201

精神障害者自立生活訓練事業所（通所型・訪問
型）の設置のための改修工事

3,600,000

特定非営利活動法人 虹の谷
400-
0845

山梨県甲府市上今井町260-6五幸
ビル4F

健全育成を目的とした「ファーム教室」 500,000

更生保護法人 東京保護観察協会
100-
0013

東京都千代田区霞が関1-1-1
更生保護施設敬和園の被保護者出迎え等及び処遇
諸活動のための車両の更改事業

1,367,000

一般社団法人 日本いのちの電話
連盟

102-
0071

東京都千代田区富士見1-2-32
若者等の為のチャット形式によるインターネット
相談支援事業

500,000

特定非営利活動法人 日本バリア
フリー協会

102-
0093

東京都千代田区平河町1-7-16
ビュロー平河町801号

障がい者の就労、余暇活動の拡大、および一般の
人々との場の共有を進めるための音楽イベント事
業

4,000,000

特定非営利活動法人 シャイン・
オン・キッズ

103-
0023

東京都中央区日本橋本町3-3-6
ワカ末ビル7階

小児がんや重い病気とたたかう子どもたちと家族
の支援 ファシリティドッグを活用した緩和ケア
プログラムの新規病院導入事業

4,000,000

一般社団法人 ギャンブル依存症
問題を考える会

104-
0042

東京都中央区入船1-6-12-602
ギャンブル依存症者の回復支援のための「情報総
合ポータルサイト」の制作・運営事業

3,280,000

特定非営利活動法人 東京盲ろう
者友の会

111-
0053

東京都台東区浅草橋1-32-6 コス
モス浅草橋酒井ビル2階

障害者相談事業所に対する盲ろう者への支援技術
の向上のためのテキスト作成、及び研修事業

2,668,000

公益社団法人 青少年健康セン
ター

112-
0006

東京都文京区小日向4-5-8 三軒
町ビル102

オープンダイアローグ ワールドカンファレンス
（仮）の実施

3,679,000

使途内容
配分額
（円）住所

配分団体

６



名称

特定非営利活動法人 全国女性
シェルターネット

113-
0033

東京都文京区本郷1丁目35-28メゾ
ンドール本郷302

ＤＶ・性暴力被害者支援員養成とスキルアップの
ための講座実施事業

3,280,000

特定非営利活動法人 風の子会
125-
0031

東京都葛飾区西水元5-11-3
重度障がい者の自立と地域生活への移行を目指す
本人と家族への支援事業

500,000

一般社団法人 はぴなす
157-
0067

東京都世田谷区喜多見7-25-17 サ
ンユーキャッスルⅡ 1階7号室

医療ケアを伴う重症心身障害児の生命と安全を守
るための機器設置事業

314,000

特定非営利活動法人 タートル
160-
0003

東京都新宿区四谷本塩町2番5号
（社福）日本盲人職能開発セン
ター東京ワークショップ内

中途視覚障害者のための就労相談・支援活動事業 800,000

特定非営利活動法人 日本点字技
能師協会

169-
8664

東京都新宿区西早稲田二丁目18番
2号 日本盲人福祉センター内

点訳者のスキルアップと資格チャレンジのための
研修会事業

450,000

公益社団法人 日本てんかん協会
170-
0005

東京都豊島区南大塚3-43-11 福祉
財団ビル7F

支部機関紙「わかしお」の印刷及び本部発行
「波」を買取り、会員や関係者への発送に関わる
事業

356,000

特定非営利活動法人 ぐーぐーら
いぶ

180-
0013

東京都武蔵野市西久保2-3-12
年齢制限のない子どもの読書環境のサポートと居
場所をつくる「子ども文庫」運営事業

4,000,000

更生保護法人 紫翠苑
193-
0932

東京都八王子市緑町78-1
被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両の
更改事業

1,024,000

社会福祉法人 そよかぜ
205-
0002

東京都羽村市栄町3丁目3-1
リサイクルショップくれよんの利用者送迎・就労
継続支援Ｂ型の販売提供品の引き取り用車両の増
車事業

1,158,000

社会福祉法人 長野県身体障害者
福祉協会

380-
0928

長野県長野市若里7-1-7 長野県社
会福祉総合センター5階

上田点字図書館の点字プリンターの更改事業 894,000

特定非営利活動法人 長野県ＮＰ
Ｏセンター

381-
0034

長野県長野市大字高田1029-1エン
ドウビル1Ｆ

地域課題解決を目指すみんなのポータルサイト
「ナガクル」充実・県内展開事業

500,000

社会福祉法人 廣望会
381-
0102

長野県長野市若穂保科3654
障がい福祉サービス事業所の利用者の送迎・外出
時用バスの新規整備事業

2,000,000

社会福祉法人 すこう福祉会
382-
0004

長野県須坂市大字小河原1234-1
指定障害福祉サービス事業所「ワークハウスわら
しべ」の軽作業部門における資源回収用軽トラッ
ク車の更新作業

556,000

特定非営利活動法人 新田の風
386-
0011

長野県上田市中央北1丁目2-11
「安心して老いを迎えられるまちづくり」の取り
組みの拡散事業

2,961,000

社会福祉法人 越後上越福祉会
942-
0411

新潟県上越市安塚区安塚2209番地
3

特別養護老人ホームあいれふ妙高の通院・外出・
及びショートステイ送迎用車両の更改事業。

2,200,000

社会福祉法人 上越福祉会
943-
0878

新潟県上越市大字下馬場576番地
78

にしき園が実施する放課後等デイサービスの送迎
用等車両の増備事業

500,000

社会福祉法人 南魚沼福祉会
949-
6680

新潟県南魚沼市六日町712番地4
セルプこぶし工房の就労訓練のための作業用車両
の新規整備事業

1,000,000

社会福祉法人 大佐渡福祉会
952-
1646

新潟県佐渡市相川大浦533番地2
デイサービスセンター利用者の送迎用リフト付き
特殊車両の更新事業

1,974,000

社会福祉法人 手取会
920-
2322

石川県白山市佐良口123番地 デイサービスの利用者送迎用車両の更改事業 2,000,000

特定非営利活動法人 ハートオブ
マインド

916-
0019

福井県鯖江市丸山4丁目301番2

障がい者就労継続支援事業所食品製造部門の生産
性向上、および焼き菓子製造の幅を広げるため
の、生地延ばし機器、および焼成機器の新規設置
事業

3,280,000

社会福祉法人 一乗谷友愛会
918-
8135

福井県福井市下六条町18字32番
施設入居者・利用者の自由な生活の実現のための
外出支援・送迎用福祉車両の増備事業

1,800,000

特定非営利活動法人 サステナブ
ルネット

433-
8122

静岡県浜松市中区上島6丁目25-
13-101

貧困の連鎖を無くすためのフードシェアリング事
業

2,430,000

特定非営利活動法人 ぷらいどサ
ポートセンター

436-
0112

静岡県掛川市細谷880-2
地域老人の介護予防のための活動事業及び居場所
作り

400,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

７



名称

特定非営利活動法人 パンドラの
会

448-
0011

愛知県刈谷市築地町一丁目5番地4
働く上でのコミュニケーションに生き辛さを抱え
る大人の発達障がいのある人のための「コミュニ
ケーションを楽しく試す ワークショップ事業」

528,000

特定非営利活動法人 名古屋おや
こセンター

460-
0002

愛知県名古屋市中区丸の内一丁目
14-12 グランビル2B

イヤイヤ期の子育てを楽しく（児童虐待から子ど
もを守るための事業）

500,000

特定非営利活動法人 名古屋難民
支援室

460-
0002

愛知県名古屋市中区丸の内2-1-30
丸の内オフィスフォーラム7F川口
法律事務所内

急増する難民認定申請者への支援を効率化するた
めのデータベース導入事業

2,000,000

特定非営利活動法人 ドリーム
460-
0003

愛知県名古屋市中区錦2丁目13-24
先 地下1階31番14号

脳卒中障害者の居場所づくり・生きがいづくりの
ための活動推進事業

1,080,000

特定非営利活動法人 ミーネット
460-
0011

愛知県名古屋市中区大須4丁目11
番地39号 川本ビル2階

就労世代のがん患者が治療と仕事を両立するため
のピアサポートによる相談支援事業

500,000

特定非営利活動法人 こどもサ
ポートネットあいち

462-
0058

愛知県名古屋市北区西志賀町5丁
目13番地1

おもちゃ・えほんを中心とした地域の子育て相
談・居場所交流サロン事業

2,160,000

特定非営利活動法人 むぎの花
470-
1132

愛知県豊明市間米町純堀1821
障がい者就労継続支援B型事業所むぎの花が農地バ
ンク制度を活用した農地で野菜の自家生産を行う
ための管理(耕運機)購入事業

160,000

特定非営利活動法人 子育て支援
を考える会 TOKOTOKO

478-
0065

愛知県知多市新知東町1丁目3-4

自閉スペクトラム症児（広範性発達障がい児、診
断がない状態の子どもを含む）の支援充実を図る
ため、米国サンライズプログラムを参考にした乳
幼児期からの保育・子育て支援で活用できる療育
プログラムの開発事業

4,000,000

特定非営利活動法人 愛知家族会
489-
0924

愛知県瀬戸市城ヶ根町47番地63 薬物依存症問題解決フォーラム開催 208,000

更生保護法人 三重県保護会
514-
0806

三重県津市上弁財町11-11
被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両の
更改事業

1,100,000

特定非営利活動法人 滋賀県難病
連絡協議会

520-
0044

滋賀県大津市京町四丁目3-28
難病患者が住みよいまちづくりのためのモデル事
業

350,000

社会福祉法人 美輪湖の家大津
520-
0837

滋賀県大津市庄2丁目2-11
居宅介護事業所きりんが実施する支援（通院同
行・余暇支援等）に使用する車輌の増配備事業

800,000

社会福祉法人 華頂会
520-
2144

滋賀県大津市大萱7丁目7-1
特別養護老人ホーム福寿荘の空調設備の改善のた
めの改修事業

520,000

特定非営利活動法人 しが盲ろう
者友の会

523-
0817

滋賀県近江八幡市浅小井町925番
地

盲ろう者通訳・介助者養成講座及び通訳・介助者
の資質向上研修会等で使用するための「プロジェ
クター・放送設備」の購入事業

360,000

特定非営利活動法人 アメニ
ティー・ライフサポート・アシス
ト

630-
8325

奈良県奈良市西木辻町91番地の4

「住宅確保配偶者への住居支援活動事業」ＮＰＯ
法人アメニティー・ライフサポート・アシストが
居住支援法人を指定取得後住宅確保用配偶者の空
き家管理・登録住宅の紹介・生活支援サービス等
の住居支援活動事業。

800,000

社会福祉法人 ぬくもり
632-
0054

奈良県天理市檜垣町743番地の1
重症児の短期入所事業を始めるための施設エレ
ベーターの修繕事業

4,500,000

特定非営利活動法人 はまゆう作
業所

646-
0036

和歌山県田辺市上屋敷2-18-6
障害者就労支援事業における農作業の為の鉄骨農
業ハウスの新規設置事業

4,000,000

特定非営利活動法人 Homedoor
531-
0072

大阪府大阪市北区豊崎1-8-11
ホームレスの人の路上脱出のための社会的つなが
りの回復と企業とのマッチング事業

3,200,000

一般社団法人 こどものホスピス
プロジェクト

538-
0035

大阪府大阪市鶴見区浜1丁目1-77
あそび創造広場 TSURUMI こど
もホスピス

次世代を担うこともたちのための「あそび創造広
場」での多様な体験活動向上に向けた原っぱエリ
ア園路改修事業

4,500,000

特定非営利活動法人 ちゅうぶ
541-
0032

大阪府大阪市東住吉区田辺5-5-20
大阪の２大ターミナル梅田地区、なんば地区街連
絡エレベーター等のバリアフリーマップを作成
し、障害者などに配布する事業

2,400,000

特定非営利活動法人 トゥギャ
ザー

556-
0011

大阪府大阪市浪速区難波中3-9-1
難波ビルディング403号室

福祉事業所で働く障害者の自立支援と社会参加の
ための郵便協働による販路拡大事業

4,000,000

社会福祉法人 花の会
569-
1042

大阪府高槻市南平台三丁目29番9
号

生活介護事業を実施する施設（第４共働舎花の
会・こすもす）の生産活動活性化と安全性向上の
為の店舗改修事業

4,000,000

住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）

８



名称

公益財団法人 兵庫アイバンク
650-
0017

兵庫県神戸市中央区楠町7-5-2 神
戸大学院学部附属病院内

眼球提供に伴う移植医療に係わる機器の整備事業 950,000

社会福祉法人 緑水会
651-
1311

兵庫県神戸市北区有野町二郎字篭
谷898番10

ご利用者の安全で快適な生活を確保するための低
床タイプを含む３モーターベッドの更新設置事業

1,904,000

特定非営利活動法人 フリーヘル
プ

653-
0036

兵庫県神戸市長田区腕塚町5丁目3
番1 アスタくにづか1番館南棟
109

古着のチャリティーショップにて女性や生活困窮
者が社会復帰を目指し就労体験を行うための施設
開設に伴い、荷物用昇降機を新規設置する事業。

1,654,000

特定非営利活動法人 ボレロ
657-
0835

兵庫県神戸市灘区灘北通3丁目2-8
知的障害者授産施設ボレロの工賃向上のためのお
菓子製造機器等の新規設置事業

1,220,000

社会福祉法人 たんぽぽ
658-
0044

兵庫県神戸市東灘区御影塚町3-6-
10 エヌケイビル4階

多機能事業所たんぽぽの農地に関わる獣害対策用
防護柵設置と、耕運機購入事業

720,000

社会福祉法人 但馬福祉園
667-
0032

兵庫県養父市八鹿町小山字西家ノ
上307番地の1

特別養護老人ホーム妙見荘の通院・短期入所並び
デイサービス送迎用車両の更改事業

1,200,000

社会福祉法人 しあわせ福祉会
675-
2241

兵庫県加西市段下町848-14
加西の里デイサービスセンターの外出・送迎用車
両の更改事業

1,000,000

特定非営利活動法人 ポケットサ
ポート

700-
0932

岡山県岡山市北区奥田本町22-2
事務所での障害者交流および雇用のためのバリア
フリー改修事業

3,807,000

特定非営利活動法人 おかやま多
機能サポートネット

714-
0096

岡山県笠岡市九番町1-22 「高齢者等への安否確認を兼ねた配食事業」 300,000

特定非営利活動法人 日本寧夏友
好交流協会

690-
0012

島根県松江市古志原6-10-53
介護人材確保のための島根県介護福祉士養成施設
への留学生確保事事業

500,000

特定非営利活動法人 はとぽっぽ
697-
0033

島根県浜田市朝日町93-12 デイサービスの送迎・外出用車両のための更改 1,500,000

特定非営利活動法人 きずな
739-
0033

広島県東広島市西条町馬木391-2
多機能型事業所きずなの一般企業への就職・定着
のための人口光源野菜栽培システムの導入事業

2,320,000

特定非営利活動法人 咲良の会
739-
1731

広島県広島市安佐北区落合五丁目
1-18-2-201号

異なるタイプの複層的居場所づくりによって独居
等高齢者を支援する事業

500,000

特定非営利活動法人 みんなのふ
るさと

754-
0002

山口県山口市小郡下郷1626番地6
福祉総合施設みんなのふるさと利用児童及び高齢
者のための設備更改事業

280,000

社会福祉法人 善通寺福祉会
765-
0001

香川県善通寺市仙遊町二丁目3番
43号

特別養護老人ホーム仙遊荘施設利用者の洗濯支援
のための業務用洗濯機・乾燥機の更新設置事業

2,384,000

特定非営利活動法人 シクロツー
リズムしまなみ

794-
0026

愛媛県今治市別宮町八丁目1番55
号

高齢者等の余暇活動支援のための自転車タクシー
運用実験

2,151,000

社会福祉法人 筑紫野市社会福祉
協議会

818-
0013

福岡県筑紫野市岡田3丁目11-1 不登校に悩む保護者支援サポーター養成講座事業 500,000

社会福祉法人 糸田町社会福祉協
議会

822-
1316

福岡県田川郡糸田町1971番地の1
糸田町社会福祉センター内

学童クラブの保護者会及び指導員負担軽減のため
の活動車両の整備事業

900,000

社会福祉法人 共生の里
824-
0036

福岡県行橋市南泉2丁目28-2
就労継続支援B型事業 造園管理作業・通勤用ト
ラック車両 増設事業

1,231,000

社会福祉法人 鎮西会
825-
0002

福岡県田川市伊田660 保育所に通う児童のための通所送迎車両購入事業 1,300,000

特定非営利活動法人 宇佐市障が
い者共同受注協議会

879-
0472

大分県宇佐市大字上元重687-1

障害福祉サービス事業所の就労継続支援A型・B
型・地域活動支援センターのご利用者送迎等車両
の更改事業生産活動事業拡大のため、冷凍庫と草
刈機の新規設置事業

1,800,000

社会福祉法人 七城福祉会
861-
1367

熊本県菊池市七城町流川421番地
就労支援センターいやしきの通所利用者の方の送
迎車両の購入事業

1,569,000

特定非営利活動法人 さらだ
885-
0022

宮崎県都城市小松原町6街区11号
69-9

多機能型児童発達支援事業所の新築に伴う園庭の
安全性向上と園外活動の充実のための改修事業

2,400,000

特定非営利活動法人 いちごいち
笑～明日香の家族～

899-
2502

鹿児島県日置市伊集院町徳重1786
番地2 前田平住宅4号棟106

維持存続が危ぶまれる寄田地域の寄田地域民のた
めのひだまりハウスを活用した日中孤立防止事業

500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

９



②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行う事業（4団体 8,731,000円）

名称

特定非営利活動法人 ボランタ
リー・アーキテクツ・ネットワー
ク

156-
0043

東京都世田谷区松原5-2-4
紙の間仕切りシステムを使用した避難所環境改善
のための防災プログラム提供事業

2,400,000

一般社団法人 ピースボート災害
ボランティアセンター

169-
0075

東京都新宿区高田馬場3-13-1-2Ｆ
-Ａ

【緊急支援】風水害による被害を受けた浸水家屋
へのボランティアによる清掃活動に必要な資機材
である送風機の新規設置事業

331,000

特定非営利活動法人 災害ボラン
ティアネットワーク鈴鹿

510-
0254

三重県鈴鹿市寺家三丁目33-33
災害時にも平時にも”見えない困難”を抱える要
支援者を理解し守る「地域見守り人材養成」の全
国展開事業

2,800,000

特定非営利活動法人 暮らしづく
りネットワーク北芝

562-
0014

大阪府箕面市萱野2-11-4
地域で孤立する住民が防災活動につながることを
目的とした支えあい・つながりづくり事業

3,200,000

③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行う事業（2団体 7,500,000円）

名称

公益財団法人 宮城県対がん協会
980-
0011

宮城県仙台市青葉区上杉5丁目7-
30

宮城県民の健康管理のための胃内視鏡検診システ
ムの新規開発事業 3,500,000

特定非営利活動法人 日本 ＩＤ
ＤＭ ネットワーク

840-
0823

佐賀県佐賀市柳町4-13
1型糖尿病患者の低血糖を関知し対処するための犬
の養成事業

4,000,000

④交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故の発生若しくは水難の防止を行う事業（2団体 3,361,000円）

名称

特定非営利活動法人 勿来まちづ
くりサポートセンター

974-
8223

福島県いわき市佐糠町東1丁目19-
5

水難事故防止のためのいわきサーフライフセービ
ングクラブ設立事業

2,925,000

公益社団法人 日本水難救済会
102-
0083

東京都千代田区麹町4丁目5番地
水難救済思想の普及（「海の安全ハンドブック」
作成）

436,000

⑤文化財の保護を行う事業（1団体 450,000円）

名称

特定非営利活動法人 大牟田・荒
尾炭鉱のまちファンクラブ

836-
0841

福岡県大牟田市築町2-8 大牟田カ
メラ3階

三池炭鉱（世界文化遺産）で使役された日本在来
馬の顕彰、保護、共生を目的とした調査・啓発事
業

450,000

⑥青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業（28団体 35,211,000円）

名称

特定非営利活動法人 ゆめの種子
（たね）トーペッ

061-
0218

北海道石狩郡当別町樺戸町106番
地21

湯山家旧宅の利便性向上のための改修事業 3,255,000

特定非営利活動法人 盛岡ユース
センター

020-
0022

岩手県盛岡市大通三丁目1-23 ク
リエイトビル3階

不登校生と保護者および関係者のエンパワーメン
トのためのセミナーおよび体験活動事業

500,000

特定非営利活動法人 次世代教育
センター

302-
0038

茨城県取手市下高井1271番地
次世代を担う子どもの健全育成のための、教育プ
ロジェクト事業-英語・科学・自然体験活動-

430,000

特定非営利活動法人 子ども劇場
千葉県センター

260-
0031

千葉県千葉市中央区新千葉2-17-6
サンコート新千葉102号

長期入院や児童福祉施設にいる子どものQOL向上の
ための笑顔のおくりもの事業

1,944,000

特定非営利活動法人 子どもっと
まつど

271-
0051

千葉県松戸市馬橋2855番地 マン
ションニュー松戸407号

主に学童期の子どもと障がい者との交流を図るこ
とで「心のバリアフリー」を推進する事業

500,000

一般社団法人 自在
220-
0006

神奈川県横浜市西区宮ヶ谷3-1
ハイツIMAI3F

困難を抱えた若者（不登校・ひきこもり・貧困）
のための学習支援及び家庭支援事業

4,500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）

配分団体

住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

使途内容
配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

特定非営利活動法人 ムーミンの
会

220-
0055

神奈川県横浜市西区浜松町10番10
号 なかまの杜

ムーミンなかま食堂事業 500,000

特定非営利活動法人 のあイン
ターナショナルスクール

247-
0024

神奈川県横浜市栄区野七里一丁目
37-10

障がいの有無にかかわらず、子ども一人ひとりの
特性に応じた特別支援教育事業

350,000

特定非営利活動法人 みんなの街
408-
0202

山梨県北杜市明野町小笠原3562
参加者による自己運営を目指した、自分で考え、
動ける力を育むフィールド作り

500,000

公益社団法人 全国少年警察ボラ
ンティア協会

102-
0093

東京都千代田区平河町1丁目8番2
号 山京半蔵門パレス303号

インターネット利用に係る非行及び被害防止対策
の推進のためのセミナー事業

500,000

特定非営利活動法人 ピアサポー
トネットしぶや

150-
0013

東京都渋谷区恵比寿4-7-7 KTビル
201

ひきこもり状態にある若者とその家族をピアサ
ポートで支えるための訪問支援員の養成事業

1,600,000

特定非営利活動法人 CNSネット
ワーク協議会

151-
0051

東京都渋谷区駄ヶ谷四丁目26番１
１号 代々木TH＆ビル5階

ひきこもりの若者を抱える家族の心のケア及び支
援力向上のための家族会事業

480,000

特定非営利活動法人 チャイルド
ライン支援センター

162-
0065

東京都新宿区住吉町8-5 曙橋
コーポ2Ａ

子ども達が生きやすい環境を整えることを目指し
行うチャイルドライン全国フォーラム事業

2,593,000

特定非営利活動法人 東京児童文
化協会

162-
0804

東京都新宿区中里町3番地 南雲
荘202

高齢者や被災者を励ますための「お手紙キャラバ
ン隊」事業

4,000,000

特定非営利活動法人 芸術資源開
発機構

168-
0082

東京都杉並区久我山5-23-2
高校生の「生きる力」をはぐくむための美術鑑賞
教育を変革する事業

500,000

特定非営利活動法人 市民共同学
習プロジェクト子どもひろば

208-
0002

東京都武蔵村山市神明2丁目38-18
不審者の犯罪被害から子どもを守るための安全講
習事業

430,000

公益財団法人 金沢子ども科学財
団

920-
0913

石川県金沢市西町三番丁16番地
児童生徒のハイレベルな算数・数学問題へのチャ
レンジを支援するオリンピック支援講座事業

400,000

特定非営利活動法人 しずおか環
境教育研究会

422-
8077

静岡県静岡市駿河区谷田1170-2 環境教育の場の創造のための担い手創出事業 350,000

特定非営利活動法人 こどもＮＰ
Ｏ

458-
0818

愛知県名古屋市緑区鳴海町字大清
水69-1116

子どもの最善の利益保障と子どもの社会参画を一
体推進する地域の場づくり事業

2,959,000

特定非営利活動法人 日本こころ
のカウンセリング協会

471-
0823

愛知県豊田市今町3-7-50
不登校や引きこもりのサポーター養成のための講
習会事業

350,000

特定非営利活動法人 すいた体験
活動クラブ

565-
0854

大阪府吹田市桃山台2-3-10-402
児童たちが校庭で「サツマイモ」と「ジャガイ
モ」を栽培する学習支援事業

400,000

特定非営利活動法人 子どもNPOは
らっぱ

599-
0202

大阪府阪南市下出477-5 こども
センター（ふれ愛ホーム）

「１８歳までの子どもの声を聴く相談員配置」の
ための基礎整備事業

450,000

特定非営利活動法人 ふぉーらい
ふ

655-
0022

兵庫県神戸市垂水区瑞穂通7-2
不登校・発達障害の子どもが社会的自立に向かう
ための教育支援プログラムの構築事業

1,600,000

特定非営利活動法人 えひめ子ど
もチャレンジ支援機構

791-
1136

愛媛県松山市上野町甲650番地
愛媛県生涯学習センター内

青少年の健全育成を支える地域教育の再構築事業 500,000

特定非営利活動法人 どんぐり王
国

797-
0010

愛媛県西予市宇和町明間1766番地
不登校・ひきこもりの青少年に対する学校復帰、
社会復帰及び就労支援のための冷蔵設備付倉庫設
置事業

2,820,000

社会福祉法人 興隆会
879-
0607

大分県豊後高田市新栄字浦1208番
地1

保育備品運搬及び保育環境整備のための車両導入
事業

600,000

特定非営利活動法人 ネットポリ
ス鹿児島

892-
0862

鹿児島県鹿児島市坂元町7番74号
青少年が正しくスマートフォン等を利活用できる
環境づくりのための指導者養成講（安心ネット指
導員養成講座）

500,000

一般社団法人 沖縄産業開発青年
協会

905-
1204

沖縄県国頭郡東村字平良380-1
沖縄県産業開発青年協会における隊員送迎ならび
に視察者の協会内案内のための輸送車輌の購入事
業

1,700,000

住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）
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⑦健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業（1団体 363,000円）

名称

特定非営利活動法人 ＡＳＡ奄美
スポーツアカデミー

894-
1113

鹿児島県奄美市住用町見里1084-1
奄美体験交流館内

鹿児島国体・全国障害者スポーツ大会にむけたス
ポーツ環境設備を図るための事業

363,000

⑧開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業（1団体 3,360,000円）

名称

特定非営利活動法人 メンター
ネット

700-
0807

岡山県岡山市北区南方2-13-1 き
らめきプラザ2階3号室

外国人技能実習生のための教育支援事業 3,360,000

⑨地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業

（3団体 7,914,000円）

名称

特定非営利活動法人 富士山測候
所を活用する会

102-
0083

東京都千代田区麹町1-6-9 ＤＩ
Ｋ麹町ビル901

地球環境観測拠点としての富士山測候所の自立電
源による越冬稼働の為の事業

3,346,000

特定非営利活動法人 環境修復保
全機構

195-
0064

東京都町田市小野路町2987-1
家庭用炭素貯金キットを活用した低炭素・循環型
社会の形成促進事業

2,968,000

特定非営利活動法人 R.I.La
207-
0012

東京都東大和市新堀2-1453-61
東京都多摩エリアにおける里山における竹林の整
備活動並びに里山に生息する野生動物の調査活動

1,600,000

(2) 東日本大震災及び平成28年熊本地震の被災者救助・予防（復興）助成（21団体 57,628,000円）

東日本大震災及び平成28年熊本地震による被災者の救助又はその予防（復興）を目的とする事業

名称

特定非営利活動法人 心の架け橋
いわて

020-
0013

岩手県盛岡市愛宕町11-10-407
東日本大震災被災者のメンタルヘルスケアのため
の長期支援事業

3,178,000

特定非営利活動法人 吉里吉里国
028-
1101

岩手県上閉伊郡大槌町吉里吉里3-
6-28

大槌の地域復興のための大槌の森林の再生と人材
の育成事業

3,003,000

一般社団法人 MMIX Lab
980-
0812

宮城県仙台市青葉区片平1丁目3-
2-910

復興公営住宅等の被災住民主導でコミュニケー
ション向上のための食とアートによる復興支援事
業

3,960,000

特定非営利活動法人 仙台夜まわ
りグループ

983-
0044

宮城県仙台市宮城野区宮千代2丁
目10番12号

「仙台及び東北全域の被災者を含む生活困窮者の
ための相談業務及び、生活取り戻し伴走事業」

2,800,000

特定非営利活動法人 亘理いち
ごっこ

989-
2351

宮城県亘理郡亘理町字南町東10-1
被災地域住民による健康的手作りの食を通したコ
ミュニティ活動

4,500,000

宗教法人 御霊神社
960-
1435

福島県伊達郡川俣町字大作18番地
被災地復興のための踊り舞台等保管庫新築工事事
業

4,000,000

特定非営利活動法人 ビーンズふ
くしま

960-
8066

福島県福島市矢剣町22-5
避難生活を送る子どものための居場所づくりとそ
こでの遊び・学習・地域との交流機会づくり事業

4,000,000

特定非営利活動法人 市民公益活
動パートナーズ

960-
8101

福島県福島市上町3番4号 コマ福
島ビル9号

被災地から信頼されるための組織づくりと公益法
人・認定NPO法人への移行支援事業

3,580,000

特定非営利活動法人 表郷ボラン
ティアネットワーク

961-
0416

福島県白河市表郷金山字越堀151
番地1

被災地高齢者の生活支援（ご用聞き）及び、原子
力災害風評被害払拭、安心・安全PR事業

900,000

特定非営利活動法人 会津地域連
携センター

965-
0035

福島県会津若松市馬場町1-20-2F
会津に避難されている方への生活応援・交流・コ
ミュニティー再生事業

2,840,000

特定非営利活動法人 アレルギー
を考える母の会

241-
0024

神奈川県横浜市旭区本村町17-1-
106

東日本大震災、熊本地震被災地域のアレルギー児
を支える研修・スキンケア講座事業

2,400,000

住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）

配分団体 配分額
（円）住所

住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）

使途内容

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

特定非営利活動法人 日本臨床研
究支援ユニット

101-
0021

東京都千代田区外神田2-19-3 お
茶の水木村ビル2F

災害公営住宅入居者の健康課題把握と解決策立案
のための健康相談事業

1,149,000

公益財団法人 オイスカ
168-
0063

東京都杉並区和泉2-17-5 被災地の復興、環境改善・整備のための支援事業 1,776,000

特定非営利活動法人 山の自然学
クラブ

168-
0071

東京都杉並区高井戸西1-26-5
自然の恵みと地産資材の活用により地域の生活と
自然を再生し活性化する運動

2,240,000

特定非営利活動法人 野外遊び喜
び総合研究所

183-
0035

東京都府中市四谷3-27-1 ウェル
ズ府中96-Ａ

福島の子どもと家族が「生き抜く力」を養う復興
支援事業

2,800,000

特定非営利活動法人 菜の花プロ
ジェクトネットワーク

521-
1311

滋賀県近江八幡市安土町下豊浦3
番地

東日本大震災の被災地のおける農地再生と地域復
興のためのボランティア事業と、これまでの活動
の成果・課題・展望と検証事業

1,962,000

特定非営利活動法人 和
600-
8833

京都府京都市下京区七条大宮西入
西酢屋町10

関西への広域避難者のための個別援助及び共助活
動う支援事業

3,200,000

特定非営利活動法人 福島の子ど
もたち香川へおいでプロジェクト

760-
0022

香川県高松市西内町7-25
福島の子どもたちの保養を通して被災地と香川を
つなぎ息長い支援の輪を広げる事業

1,200,000

特定非営利活動法人 でんでん虫
の会

862-
0950

熊本県熊本市中央区水前寺6丁目
11番27号

熊本地震で被災したひとり暮らしの方々が安心し
て暮らすための支えあい事業

4,000,000

特定非営利活動法人 九州バイオ
マスフォーラム

869-
2621

熊本県阿蘇市一の宮町宮地5816
熊本地震の土砂災害警戒区域における森林整備と
コミュニティづくり

3,500,000

一般社団法人 みらい
901-
2424

沖縄県中頭郡中城村南上原1000-1
学生サービスセンタービル2F

東日本大震災で被災した岩手県大船渡市の児童の
精神的救済のための支援事業

640,000

(3)平成32年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に必要な資金
（１団体 34,184,648円）

名称

公益財団法人東京オリンピック・
パラリンピック競技大会組織委員
会

105-
6308

東京都港区虎ノ門1-23-1 虎ノ門
ヒルズ森タワー８階

東京2020大会のマスコット発表イベントに係る事
業

34,184,648

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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６ 関係法令条文 

 

○お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第２２４号） 

第二条 会社は、前条の規定により発行するお年玉付郵便葉書等につき、その

発行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。  
一 発行の数  
二 販売期間  
三 くじ引の期日  
四 前条第一項の金品の金額又は種類及び当せんの数 
五 前条第一項の金品の支払又は交付の期日及び手続 

 
（寄附金付郵便葉書等の発行）  

第五条 会社は、寄附金を郵便に関する料金に加算した額の郵便葉書又は郵便

切手（お年玉付郵便葉書等を含む。以下「寄附金付郵便葉書等」と総称する。）

を発行することができる。  
２ 前項の寄附金は、次の各号に掲げる事業を行う団体の当該事業の実施に必

要な費用に充てることを寄附目的とするものでなければならない。 
一 社会福祉の増進を目的とする事業  
二 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を

行う事業  
三 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を

行う事業 
四 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 
五 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事

故の発生若しくは水難の防止を行う事業  
六 文化財の保護を行う事業 
七 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 
八 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業  
九 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業   
十 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に

生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業 
 
３ 会社は、第一項の規定により発行する寄附金付郵便葉書等につき、その発

行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、当該寄附金付

郵便葉書等が、寄附金付きのお年玉付郵便葉書等である場合には、当該お年

玉付郵便葉書等に係る第二条の規定による公表の際、同条各号に掲げる事項

のほか、第一号及び第四号に掲げる事項を公表すれば足りる。  
一 寄附目的  
二 発行の数  
三 販売期間  
四 付加される寄附金の額  

４ 寄附金付郵便葉書等には、寄附金の額を明確に表示しなければならない。 
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（寄附の委託）  

第六条 会社（寄附金付郵便葉書等の販売に関する業務の委託を受けた者を含

む。）から寄附金付郵便葉書等を購入した者は、その購入によつて、寄附金

付郵便葉書等に表示されている額の寄附金を、当該寄附金付郵便葉書等につ

き前条第三項の規定により公表された寄附目的をもつて寄附することを会社

に委託したものとする。 
 

（寄附金の処理等）  

第七条 会社は、前条の規定により委託された寄附金を遅滞なく取りまとめる

ものとする。  

２ 会社は、前項の規定により取りまとめた寄附金（次条及び第九条を除き、

以下単に「寄附金」という。）の額から、当該寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに同項の規定による取りまとめのため会社において特に要した費

用の額並びに寄附金の額の百分の一・五に相当する額を限度として、寄附金

の管理並びに配分金の交付及び配分金の使途の監査のため会社において特に

要する費用の額を控除するものとする。 

３ 会社は、前項の規定により費用の額を控除した後の寄附金について、第五

条第三項の規定により公表した同項第一号の寄附目的に係る団体で当該寄附

金を配分すべきもの（以下「配分団体」という。）及び当該団体ごとの配分

すべき額を決定するものとする。 

４ 会社は、前項の規定による決定をするに当たつては、当該配分に係る寄附

金（以下「配分金」という。）の使途の適正を確保するために当該配分団体

が守らなければならない事項並びに配分金の交付、配分金の使途についての

監査及び当該監査の結果に基づく配分金の返還に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

５ 会社は、第三項の規定による決定をし、又は前項に規定する当該配分団体

が守らなければならない事項若しくは配分金の使途についての監査に関する

事項を定めるには、総務大臣の認可を受けなければならない。 

６ 会社は、第三項の規定による決定をしたときは、遅滞なく、その内容を公

表するとともに、当該配分団体に係るその内容及び第四項に規定する事項を

当該配分団体に通知しなければならない。 

 

第八条 配分金の辞退等により、交付し、又は交付すべきであつた配分金の全

部又は一部が返還され、又は交付できなくなつたときは、当該返還され、又

は交付できなくなつた配分金は、その返還され、又は交付できなくなつた日

以後最初に第五条第一項の規定により発行される寄附金付きの郵便葉書（第

一条第一項の規定によりお年玉付きとして発行されるものに限る。）にその

額が表示されている寄附金とみなす。  
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（寄附金の経理等）  

第九条 会社は、寄附金を配分団体に交付するまでの間、これを運用した場合

において、利子その他の収入金が生じたときは、その収入金を寄附金に充て

るものとする。  

２ 前条の規定は、前項の利子その他の収入金について準用する。 

 

第十条 会社は、毎年、前年の十月一日からその年の九月三十日までの間にお

ける寄附金に関する経理状況を公表するものとする。 

 

（協議等）  

第十一条 総務大臣は、第七条第五項の認可をしようとするときは、当該寄附

金付郵便葉書等の寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、かつ、審議

会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する

機関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければならない。 
 

（政令への委任）  

第十二条 この法律に定めるもののほか、寄附金の処理に関し必要な事項は、

政令で定める。 
 
（罰則） 

第十三条 第七条第五項の規定により総務大臣の認可を受けなければならない

場合において、その認可を受けなかつたときは、その違反行為をした会社の

取締役又は執行役は、百万円以下の過料に処する。 
 
 
○お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令（昭和３３年政令第２７９号） 

 

（寄附金の配分を受けようとする団体の公募） 

第一条 日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、お年玉付郵便葉書等

に関する法律 （以下「法」という。）第七条第三項 の規定による決定をし

ようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該寄附金の配分を受

けようとする団体を公募しなければならない。 
 
（審議会等で政令で定めるもの）  

第四条 法第十一条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行

政審議会とする。 
 
 
○平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別

措置法（平成２７年法律第３３号） 

 
第二節 寄附金付郵便葉書等の発行の特例 
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第十五条 お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和二十四年法律第二百二十四

号）第五条第一項に規定する寄附金付郵便葉書等は、同条第二項に規定する

もののほか、組織委員会が調達する大会の準備及び運営に必要な資金に充て

ることを寄附目的として発行することができる。この場合においては、組織

委員会を同項の団体とみなして、同法の規定を適用する。 
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